
 

 

 

 

（単位︓千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 30,531,346 固定負債 5,081,609

有形固定資産 23,689,185 地方債 4,239,910
事業用資産 9,416,765 ⻑期未払⾦ － 

土地 1,511,578 退職⼿当引当⾦ 761,663
⽴⽊林 1,640,564 損失補償等引当⾦ 2,052
建物 14,169,504 その他 77,984
建物減価償却累計額 △ 8,107,732 流動負債 851,149
工作物 576,072 １年内償還予定地方債 719,752
工作物減価償却累計額 △ 381,170 未払⾦ 53,108
船舶 － 未払費用 － 
船舶減価償却累計額 － 前受⾦ 314
浮標等 － 前受収益 － 
浮標等減価償却累計額 － 賞与等引当⾦ 58,467
航空機 － 預り⾦ 5,313
航空機減価償却累計額 － その他 14,195
その他 － 5,932,758
その他減価償却累計額 － 【純資産の部】 － 
建設仮勘定 7,949 固定資産等形成分 31,209,161

インフラ資産 14,002,632 余剰分（不⾜分） -4,031,850
土地 35,167 他団体出資等分 34,362
建物 2,487,054
建物減価償却累計額 △ 1,551,848
工作物 29,494,446
工作物減価償却累計額 △ 16,629,196
その他 － 
その他減価償却累計額 － 
建設仮勘定 167,009

物品 1,540,491
物品減価償却累計額 △ 1,270,703

無形固定資産 93,844
ソフトウェア 34,691
その他 59,153

投資その他の資産 6,748,317
投資及び出資⾦ 24,929

有価証券 304
出資⾦ 23,001
その他 1,624

投資損失引当⾦ － 
⻑期延滞債権 116,679
⻑期貸付⾦ 871
基⾦ 6,244,563

減債基⾦ 1,762,232
その他 4,482,331

その他 362,193
徴収不能引当⾦ △ 917

流動資産 2,613,084
現⾦預⾦ 575,180
未収⾦ 82,707
短期貸付⾦ 360
基⾦ 677,454

財政調整基⾦ 677,454
減債基⾦ － 

棚卸資産 34,511
その他 1,242,871
徴収不能引当⾦ － 

繰延資産 － 27,211,673
33,144,430 33,144,430

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（平成31年  3⽉ 31⽇　現在）

科目 ⾦額 科目 ⾦額



 

 

 

 

（単位︓千円）

経常費用 5,910,937
業務費用 3,699,656

人件費 1,073,464
職員給与費 956,775
賞与等引当⾦繰⼊額 45,215
退職⼿当引当⾦繰⼊額 710
その他 70,765

物件費等 2,461,703
物件費 1,161,430
維持補修費 129,589
減価償却費 1,019,655
その他 151,029

その他の業務費用 164,489
⽀払利息 32,961
徴収不能引当⾦繰⼊額 915
その他 130,614

移転費用 2,211,281
補助⾦等 1,131,733
社会保障給付 1,068,788
他会計への繰出⾦ － 
その他 10,760

経常収益 1,134,674
使用料及び⼿数料 446,432
その他 688,242

純経常⾏政コスト 4,776,263
臨時損失 143,604

災害復旧事業費 － 
資産除売却損 143,604
投資損失引当⾦繰⼊額 － 
損失補償等引当⾦繰⼊額 － 
その他 0

臨時利益 12,096
資産売却益 10,563
その他 1,533

純⾏政コスト 4,907,771

連結⾏政コスト計算書
⾃　平成30年  4⽉  1⽇
⾄　平成31年  3⽉31⽇

科目 ⾦額



 

 

 

  

（単位︓千円）

前年度末純資産残⾼ 27,130,471 31,136,789 △ 4,037,442 31,123
純⾏政コスト（△） △ 4,907,771 △ 4,911,033 3,262
財源 4,954,173 4,954,173 － 

税収等 3,609,375 3,609,375 － 
国県等補助⾦ 1,344,798 1,344,798 － 

本年度差額 46,402 43,140 3,262
固定資産等の異動（内部変動） 66,618 △ 66,618 － 

有形固定資産等の増加 1,021,692 △ 1,021,692 － 
有形固定資産等の減少 △ 1,177,887 1,177,887 － 
貸付⾦・基⾦等の増加 958,131 △ 958,131 － 
貸付⾦・基⾦等の減少 △ 735,319 735,319 － 

資産評価差額 － － 
無償所管換等 6,675 6,675
他団体出資等分の増加 － － 
他団体出資等分の減少 － － 
⽐例連結割合変更に伴う差額 △ 24 － － △ 24
その他 28,148 △ 1,156 29,303 － 
本年度純資産変動額 81,201 72,137 5,826 3,238

本年度末純資産残⾼ 27,211,673 31,208,927 △ 4,031,616 34,362

連結純資産変動計算書
⾃　平成30年  4⽉  1⽇
⾄　平成31年  3⽉31⽇

科目 合計
固定資産等形成分 余剰分（不⾜分） 他団体出資等分



 

 

 

 

（単位︓千円）

【業務活動収支】

業務⽀出 4,873,517
業務費用⽀出 2,664,461

人件費⽀出 1,068,080
物件費等⽀出 1,381,323
⽀払利息⽀出 32,961
その他の⽀出 182,097

移転費用⽀出 2,209,056
補助⾦等⽀出 1,131,060
社会保障給付⽀出 1,068,788
他会計への繰出⽀出 － 
その他の⽀出 9,209

業務収⼊ 5,815,018
税収等収⼊ 3,616,543
国県等補助⾦収⼊ 1,118,433
使用料及び⼿数料収⼊ 446,871
その他の収⼊ 633,171

臨時⽀出 － 
災害復旧事業費⽀出 － 
その他の⽀出 － 

臨時収⼊ － 
業務活動収⽀ 941,501
【投資活動収支】 － 

投資活動⽀出 1,832,055
公共施設等整備費⽀出 1,014,425
基⾦積⽴⾦⽀出 693,494
投資及び出資⾦⽀出 13,094
貸付⾦⽀出 109,964
その他の⽀出 1,078

投資活動収⼊ 879,404
国県等補助⾦収⼊ 277,134
基⾦取崩収⼊ 290,861
貸付⾦元⾦回収収⼊ 113,913
資産売却収⼊ 16,956
その他の収⼊ 180,540

投資活動収⽀ △ 952,651
【財務活動収支】 － 

財務活動⽀出 732,198
地方債償還⽀出 725,872
その他の⽀出 6,327

財務活動収⼊ 645,488
地方債発⾏収⼊ 632,371
その他の収⼊ 13,117

財務活動収⽀ △ 86,710
本年度資⾦収⽀額 △ 97,860
前年度末資⾦残⾼ 657,222
本年度末資⾦残⾼ 559,362
前年度末歳計外現⾦残⾼ 16,532
本年度歳計外現⾦増減額 △ 713
本年度末歳計外現⾦残⾼ 15,818
本年度末現⾦預⾦残⾼ 575,180

連結資⾦収⽀計算書
⾃　平成30年  4⽉  1⽇
⾄　平成31年  3⽉31⽇

科目 ⾦額



 

 

 

 

 

 

連結財務書類  注記 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 ··························································································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

取得原価が判明しているもの··························································· 取得原価 

取得原価が不明なもの ········································································ 再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの··························································· 取得原価 

取得原価が不明なもの ········································································ 再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 ··························································································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの ················································· 取得原価 

取得原価が不明なもの ······························································· 再調達原価 

なお、一部の連結対象団体（会計）においては、原則、取得原価としています。 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの ········································································ 取得原価 

② 出資金 

市場価格のないもの ········································································ 出資金額 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による低価法 

 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ································· 定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 10 年 ～ 50 年 

工作物 10 年 ～ 40 年 

物 品 3 年 ～ 18 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） ································· 定額法 

（ソフトウエアについては、当町における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっ

ています。） 

 



 

 

 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合の加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当とし

て支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当町へ按分

される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る福利厚生費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い

を含みます。 

 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の連結対象会計について

は、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更 

該当する事項はありません。 

 

(2) 表示方法の変更 

該当する事項はありません。 

 

(3) 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

該当する事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

該当する事項はありません。 



 

 

(2) 組織・機構の大幅な変更 

該当する事項はありません。 

 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当する事項はありません。 

 

(4) 重大な災害等の発生 

該当する事項はありません。 

 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対する保証等は行っていません。 

 

(2) 係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものはありません。 

 

５ 追加情報 

(1) 連結対象団体（会計） 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険病院事業会計 地方公営企業会計（法適用） 全部連結 — 

簡易水道事業特別会計 地方公営企業会計（法非適用） 全部連結 — 

公共下水道事業特別会計 地方公営企業会計（法非適用） 全部連結 — 

漁業集落排水事業特別会計 地方公営企業会計（法非適用） 全部連結 — 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 — 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 — 

介護保険特別会計（保険事業勘定） 特別会計 全部連結 — 

介護保険特別会計（サービス事業勘定） 特別会計 全部連結 — 

北海道市町村備荒資金組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.64% 

北海道後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.10% 

北海道市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 — 

北海道市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 — 

北海道町村議会議員公務災害補償等組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.39％ 

南部桧山衛生処理組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 15.61% 

檜山広域行政組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 8.54% 

渡島・檜山地方税滞納整理機構 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.54% 

㈱乙部振興公社 第三セクター等 全部連結 — 

㈱乙部観光 第三セクター等 全部連結 — 

乙部町森林組合 第三セクター等 全部連結 — 

おとべ創生㈱ 第三セクター等 全部連結 — 

社会福祉法人乙部町社会福祉協議会 第三セクター等 全部連結 — 

 

 



 

 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としてい

ます。ただし、以下の一部事務組合・広域連合について令和２年 1 月 31 日までに統一的な基

準による財務書類を入手できなかったため、連結していません。 

 

・北海道市町村総合事務組合 

 

※ 北海道市町村職員退職手当組合については、連結財務書類の貸借対照表に当該団体の退職

手当にかかる基金及び退職手当支給準備金を計上して連結したものとみなす方法により連

結しています。 

③ 第三セクターは、出資割合等が 50%を超える団体（出資割合等が 50%以下であっても業務運

営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としていま

す。 

 

 (2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で出納整理

期間中に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整していま

す。 

 

(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却可能資産の範囲は、以下に該当するもののうち、本町が特定するものとする。 

・現に公用もしくは公共用に供されていない公用財産（一時的に賃貸しているもの含む） 

・売却が既に決定している、または、近い将来売却が予定されていると判断される資産 

イ 内訳 

     該当する事項はありません。 

 

 

  


